
これまでの地方創生・総合戦略の経過について

１．【国の動向等】

2008年に日本の総人口が１億2,808万人とピークをむかえ、その後減少に転じていく。今後

更に人口減少が進み、2060年に総人口が約8,700万人まで減少すると見通された推計が発表
された。

国立社会保障・人口問題研究所による将来推計（2014（Ｈ26）年4月）
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資料４

法の目的（第１条）

少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の
過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日
本社会を維持していくために、まち・ひと・しごと創生（※）に関する施策を総合的かつ計画
的に実施する。

まち・ひと・しごと創生法成立（2014（Ｈ26）年11月）

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」「総合戦略」（2014（Ｈ26）年12月）

日本の人口の現状と将来の姿を示し、人
口問題に関する国民の認識の共有を目指
すとともに、今後、取り組むべき将来の
方向を提示するもの。

●人口問題に対する基本認識
・東京圏には過度に人口が集中、
今後も人口流入が続く可能性が高い。

・東京圏への人の集中が日本全体の
人口減少に結び付いている。

●３つの基本的視点
①「東京一極集中」の是正
②若い世代の希望の実現
③地域の特性に即した地域課題の解決

●「活力ある日本社会」の維持

人口減少に歯止めがかかると、2060
年に１億人程度の人口が確保される。

「長期ビジョン」を踏まえ、2015年度を
初年度とする今後５か年の政策目標や施
策の基本的方向、具体的な施策をまとめ
たもの。

●人口減少と地域経済縮小の克服
・地方では、「人口減少が地域経済の
縮小を呼び、地域経済の縮小が人口
減少を加速させる」という負のスパ
イラルに陥るリスクが高い。

・人口減少克服・地方創生のためには、
３つの基本的視点から取り組むこと
が重要。

●まち・ひと・しごとの好循環の確立
・「しごと」が「ひと」を呼び、「ひ
と」が「しごと」を呼び込む好循環
を確立するとともに、その好循環を
支える「まち」に活力を取り戻す。

長期ビジョン 総合戦略



まち・ひと・しごと創生法に基づき、都道府県・市区町村においても、地方版人口ビジョン
及び総合戦略の策定が求められる。（努力義務）

■2024（Ｒ6）年4月1日時点）での策定状況

都道府県 ⇒ 全47都道府県において策定（100％）
市区町村 ⇒ 1,741自治体中、1,739自治体において策定（99.9%）

地方版「人口ビジョン」と「総合戦略」の策定（2015（Ｈ27）年度）

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」の改訂 及び
第２期「総合戦略」の閣議決定（2019（Ｒ元）年12月）

国は、地方版総合戦略の実現のための支援を切れ目なく展開

第２期「総合戦略」に
おいては、

「継続は力なり」
という姿勢を基本にし
つつ・・・
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情報支援

・地域経済分析システム

財政支援

・地方創生関係交付金
・税制・地方財政措置

人的支援

・地方創生人材支援制度
・地方創生コンシェルジュ

デジタル田園都市国家構想総合戦略の策定（2022（Ｒ4）年12月閣議決定）
（※まち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改訂）

【基本的考え方】
○デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、
「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」
を目指す。

○まち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改訂し、
令和５年度から令和９年度までの５年間の新たな
総合戦略「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を
策定。各府省庁の施策の充実・具体化を図り、KPI
とロードマップ（工程表）を位置づけ。

○市町村は、国及び都道府県の総合戦略を勘案し、地域ビジョンを再構築し、「地方
版総合戦略」を改訂するよう努め、具体的な取組を推進。



地方創生2.0基本構想の策定（2025（Ｒ7）年6月閣議決定）
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地方創生10年の節目を迎え、これまでの10年の取り組みを振り返りつつ、この先10年を見
据えた地方創生2.0を起動。
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２．【八尾市の人口ビジョン・総合戦略について】

国の動きを受け、八尾市としても、法の趣旨から国や府と歩調を合わせ、
人口減少社会に的確に対応する実効性のある取り組みを推進していくため、

「八尾市人口ビジョン・総合戦略」を策定。

八尾市人口ビジョン・総合戦略を策定（2016（Ｈ28）年3月）

八尾市人口ビジョンにおける将来人口の展望

人口ビジョン

人口減少を克服し地方創生を目的として、特に重点的に進めるべき取り組みを

位置付ける総合計画の実行計画として策定。

総合戦略

197
165

155

2060年

いずれの推計においても
人口減少は避けられない。

【転出入】
転出傾向⇒均衡

【出生率】
2030年：1.80
2040年以降：2.07

八尾市の総合戦略は若い世代がターゲット
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当初の人口ビジョンに掲げた
長期見通しと実績値との比較

取り組みの方向性を継続し、基本目標の大枠は維持。
■基本目標
【１】地域特性をふまえたまちづくりが進み、安全・安心に暮らせるまち
【２】みんなの健康をみんなで守る健康づくりのまち
【３】若い世代が自分の将来を見つめ学び、ライフプランが実現できるまち
【４】誰もが自分の持つ能力や経験を活かし、地域や職場で活躍できるまち
【５】経済成⻑を推進する、未来志向の産業振興をめざすまち
【６】行ってみたい、関わってみたい、住みつづけたい、魅力があふれるまち

人口減少は想定より緩やかに推移

総合計画審議会の関与を経て「第２期八尾市人口ビジョン・総合戦略」を策定

第２期八尾市人口ビジョン・総合戦略を策定（2021（Ｒ3）年3月）

272 269
266

人口ビジョン

総合戦略

人口ビジョン（Ｒ２年度改訂版）における将来展望

将来展望における
人口減少も緩やかに。
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取り組みの方向性を継続し、基本目標は維持。
■基本目標
【１】地域特性をふまえたまちづくりが進み、安全・安心に暮らせるまち
【２】みんなの健康をみんなで守る健康づくりのまち
【３】若い世代が自分の将来を見つめ学び、ライフプランが実現できるまち
【４】誰もが自分の持つ能力や経験を活かし、地域や職場で活躍できるまち
【５】経済成⻑を推進する、未来志向の産業振興をめざすまち
【６】行ってみたい、関わってみたい、住みつづけたい、魅力があふれるまち

※「第２期八尾市人口ビジョン・総合戦略」の内、「人口ビジョン」部分については、
中⻑期の人口推計を実施したうえで策定しているものであるため、見直しは実施せず。

総合計画審議会の関与を経て「第２期八尾市総合戦略（後期戦略）」を策定

第２期八尾市総合戦略（後期戦略）を策定（2025（Ｒ7）年3月）

総合戦略

冊子：第２期八尾市人口ビジョン・総合戦略 冊子：第２期八尾市総合戦略（後期戦略）

人口ビジョン（Ｒ２年度改訂版）における想定人口と実績の比較

人口ビジョン（Ｒ2年度改訂版）では、
2025年の想定人口は約25万８千人であ
ったが、実績は2025年３月31日時点で
258,285人となっており、ほぼ想定通り
の推移となっている。



八尾市における地方創生関係の交付金の活用経過について
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まち・ひと・しごと創生法の趣旨に基づき国から地方自治体に交付される地方創生関係の
交付金については、国の考え方やその時々の政府の方向性を反映する形で制度内容や名称変
更をされてきており、令和７年度からは「新しい地方経済・生活環境創生交付金」の名称の
もと運用されています。

【交付金名称の変遷】
平成27年度 地方創生先行型交付金
平成28年度 地方創生加速化交付金
平成28年度～ 地方創生推進交付金・地方創生拠点整備交付金
令和５年度～ デジタル田園都市国家構想交付金
令和７年度～ 新しい地方経済・生活環境創生交付金

【本市における令和４年度以降の活用状況】

地方創生
推進交付金

デジタル田園都市
国家構想交付金

新しい地方経済・
生活環境創生交付金

      年度
 分野

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

まち

ひと

しごと

デジ
タル

地方創生推進交付金

デジ田交付金（地方創生推進）

デジ田交付金

(デジタル実装)

新しい地方経

済・生活環境
創生交付金
(デジタル実装)

新しい地方経済・生活環境創生交付金
（ソフト事業）

新しい地方経済・生活環境創生交付金
（ハード事業）

資料６

資料７

資料８

資料10

      年度
 分野

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

まち

ひと

しごと

デジ
タル

地方創生推進交付金

デジ田交付金（地方創生推進）

デジ田交付金

(デジタル実装)

新しい地方経

済・生活環境
創生交付金
(デジタル実装)

新しい地方経済・生活環境創生交付金
（ソフト事業）

新しい地方経済・生活環境創生交付金
（ハード事業）

      年度
 分野

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

まち

ひと

しごと

デジ
タル

地方創生推進交付金

デジ田交付金（地方創生推進）

デジ田交付金

(デジタル実装)

新しい地方経

済・生活環境
創生交付金
(デジタル実装)

新しい地方経済・生活環境創生交付金
（ソフト事業）

新しい地方経済・生活環境創生交付金
（ハード事業）

      年度
 分野

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

R11
(2029)

まち

ひと

しごと

デジ
タル

地方創生推進交付金

デジ田交付金（地方創生推進）

デジ田交付金

(デジタル実装)

新しい地方経

済・生活環境
創生交付金
(デジタル実装)

新しい地方経済・生活環境創生交付金
（ソフト事業）

新しい地方経済・生活環境創生交付金
（ハード事業）

Ｒ６：議事（３）にて、交付金を活用して実施した事業について、効果検証を実施。

Ｒ７：議事（４）にて、今年度交付金を活用して実施する事業について、今後に向けた

提案等の意見交換を実施。


